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第 １ 章 計画の概要

１． 背 景

近年、人口減少や少子高齢化の進行により、全国的に空家等が増加傾向にあるなか

で、適正な管理がされていない空家等の老朽化による屋根や壁などの落下や飛散、不

法投棄や不法侵入、放火など多岐にわたる問題を生じさせ、防災、衛生、景観など、地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、大きな社会問題となっています。

本市は、平成１５年４月１日に施行した「勝浦市きれいで住みよい環境づくり条例（平成

１４年条例第２１号）」（以下「環境づくり条例」という。）のなかで、空地及び空家の管理者

に適正管理の助言・指導を行い、空家等の対策を進めてきました。

また、平成２７年５月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号）」（以下「特措法」という。）が施行されたことを受け、本市においても平成２９

年４月１日から「勝浦市空家等対策の促進に関する条例（平成２９年条例第２号）」（以下

「空家条例」という。）が施行されました。

特措法第３条及び空家条例第３条において、「空家等の所有者又は管理者（以下「所有

者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に

努めるものとする。」と定められており、第一義的には空家等の所有者等が自らの責任

において対応することになります。

しかしながら、様々な事情から適切な管理がされず問題となっている空家等について

は、市が、財産権等に配慮しつつ公共の福祉を推進するため、関係機関等と連携・協力し

て様々な対策を検討していく必要があります。

このような空家対策を総合的かつ効果的に実施するため、基本的な方針や施策の方

向性を示す「勝浦市空家等対策計画」（以下「計画」という。）を平成２９年１０月に策定し、

空家対策に取り組んできました。

この度、計画期間の満了に伴い、これまでの市の取り組みを整理するとともに、社会

ニーズの変化や空家対策に関連する社会情勢の変化などを踏まえ、総合的な空家対策

を推進するため本計画を改定します。

２． 計画の目的

本計画は、空家等の適正管理について、所有者等がその責任において対応することを

前提としたうえで、空家対策において具体的な対策を示し、地域住民が安全で安心して

暮らせる生活環境を確保するため、本市の取り組むべき対策の方向性を示すものです。

また、地域資源としての空家等の有効活用を促進するために必要な事項を定め、地域

の活性化やコミュニティ機能の促進、公共の福祉の推進と地域振興に寄与することを目

的とします。
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３． 計画の位置づけ

本計画は、特措法及び空家条例の規定に基づく、空家等対策の総合的な計画であり、

空家等の現状や課題を踏まえ、具体的な対策や実施体制などを定める計画として位置

づけ、関連計画や施策との整合・連携を図るものとします。

図ー１ 【勝浦市空家等対策計画の位置づけ】

勝浦市総合計画勝浦市環境基本計画

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針

勝 浦 市

空 家 等 対 策 計 画

空家等対策の推進に関する特別措置法

勝浦市きれいで住みよい

環境づくり条例勝浦市空家等対策の促進に関する条例

各種関連計画

根拠

根拠

根拠

連携

連携

連携

整合 整合

連携

整合

指針
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４． 計画の基本的な方針

本市では、特措法及び空家条例施行前より、環境づくり条例に基づき、所有者等に空

地及び空家の適正管理を促し、空家等の対策を進めてきたところです。

しかしながら、急激な人口の減少や少子高齢化に伴い、所有者等が死亡し、相続人不

存在または相続人等の無関心により放置される空家等が増加しており、この空家等に起

因した様々な問題が日々発生しております。

迅速かつ効果的な空家対策を講じていくため、次のとおり基本方針を定め、計画を運

用します。

【基本方針① 空家等の発生予防】

地域と連携し、空家等の実態把握に努めるとともに、所有者等やその家族等、地元住

民からの相談に対応します。

また、所有者等やその家族等に対し、適正管理の考え方や管理不全による諸問題、相

続等による不動産の円滑な継承などを周知していく中で、責任意識の醸成を図りなが

ら空家等の発生予防に努めます。

【基本方針② 空家等の適正管理・利活用】

空家等の所有者等に対し、助言や啓発、必要な支援などを行い、空家等の適切な維持

管理及び「空き家バンク制度」などによる利活用を促進します。

【基本方針③ 管理不全状態の空家等の抑制・解消】

管理不全状態にある空家等については、現地調査や所有者等の確認を行い、措置法

及び空家条例に基づく助言、指導、勧告、命令などの必要な措置を講じます。

５． 計画の期間

本計画の期間は、５年間（令和５年度から令和９年度まで）とします。

なお、国の施策の動向や社会情勢の変化などにより、計画の見直しが必要な場合は、

適宜、見直し・修正等を図ってまいります。

基本方針
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６． 計画の対象とする地区

本市の空家等は、市内に広く点在していることから、総合的かつ一体的に対策を講ず

るため、本計画の対象地区を市内全域とします。

ただし、対策を進めていくうえで、重点的に対策をする地区（重点対象地区）の設定が

必要となった場合には、適宜、その指定をしていくものとします。

７． 計画の対象とする空家等の範囲

本計画の対象とする空家等の範囲は、特措法及び空家条例に定める「空家等」・「特定

空家等」を対象とします。

また、空家等の敷地ではない「空地」、国または地方公共団体、地元行政区などが所

有・管理する公共的建築物等については対象外とします。

ただし、環境づくり条例に規定される「雑草地（宅地化された土地又は宅地に近接す

る土地で、現に利用されていないことにより雑草等が繁茂しているもの）」については、

同条例により対応します。

図ー２ 【空家等と特定空家等】

建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常

態であるもの及びその敷地（立木その他の土地

に定着する物を含む。）をいう。

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛

生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景

観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等を

いう。

空家等
特措法第2条第 1項

空家条例第2条第 1項第 1号
特定空家等

特措法第2条第2項

空家条例第2条第 1項第 2号
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第 ２ 章 空家等の現状と課題

１． 人口と世帯数の推移

本市の人口は、昭和３３（1958）年の市制施行時に３１，４００人でしたが、年々減少し、

Ｈ27年には２万人を下回り、令和２（2020）年には１6，927人となっており、加速度

的に減少しております。

世帯数も平成１７（2005）年をピークに減少に転じております。

表ー１ 【人口と世帯数の推移】

国勢調査（昭和60年～令和 2年）

国勢調査（昭和60年～令和 2年）

25,159 25,334
24,328

23,235
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人口 世帯数

Ｓ60 Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２

人 口

（人）
25,159 25,334 24,328 23,235 22,198 20,788 19,248 16,927

世帯数

（世帯）
7,811 8,984 9,046 9,149 9,290 9,179 8,965 8,192

（世帯）（人）
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２． 空家等の状況

（１） 全国の状況

平成３０年の住宅・土地統計調査によると、全国の空家数は8,488,600戸、空家率

は 13.6％で過去最高となっています。この空家率の中には二次的住宅（別荘・セカンド

ハウス等）、賃貸用住宅、売却用住宅なども含まれており、このような用途の住宅を除い

たその他の空家率は5.6％です。前回、平成２５年の調査では空家数8,195,600 戸、

空家率 13.5％、二次的住宅等を除いたその他の空家率5.3％でした。全国的に空家が

増加している傾向にあるといえます。

表ー２ 【全国の空家数の推移】

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

419 498 411 412 381

3,520
3,978 4,476 4,600 4,620

1,825

2,118

2,681
3,184 3,487

11.5%

12.2%

13.1%

13.5%
13.6%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H10 H15 H20 H25 H30

10.0%

10.5%

11.0%

11.5%

12.0%

12.5%

13.0%

13.5%

14.0%

全国の空家数の推移

二次的住宅 賃貸又は売却用住宅 その他の住宅 空家率

Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２５ Ｈ３０

住宅総数（戸） 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600 62,407,400

空 家 数（戸） 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600 8,488,600

空 家 率（％） 11.5％ 12.2％ 13.1％ 13.5％ 13.6％

二次的住宅（戸） 419,300 498,200 411,200 412,000 381,000

賃貸又は売却用

住宅（戸）
3,520,000 3,977,500 4,475,600 4,600,000 4,620,400

その他住宅（戸） 1,824,900 2,117,600 2,681,100 3,183,600 3,487,200

その他空家率（％） 3.6％ 3.9％ 4.7％ 5.3％ 5.6％

（万戸）
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（２） 千葉県の状況

千葉県においては、平成３０年の住宅・土地統計調査によると、空家数 382,500 戸、

空家率は 12.6％、二次的住宅等を除いたその他の空家率は4.8％となっています。前

回、平成２５年の調査では、空家数367,200戸、空家率12.7％、二次的住宅等を除い

たその他の空家率4.6％でした。空家の戸数は増えているものの、空家率は微減、二次

的住宅等を除いたその他の空家率は微増となっています。千葉県の空家の増加傾向は、

全国と比較すると緩やかであるといえます。

表ー３ 【千葉県の空家数の推移】

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

27,800 39,400 29,230 23,400 23,600

194,000 193,400 215,000 209,400 214,500

72,900
89,100

111,500
134,400 144,400

12.7% 12.7%

13.1%

12.7% 12.6%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000
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9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

11.5%

12.0%

12.5%

13.0%

13.5%

千葉県の空家数の推移

二次的住宅 賃貸又は売却用住宅 その他の住宅 空家率

Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２５ Ｈ３０

住宅総数（戸） 2,321,100 2,526,200 2,717,700 2,896,200 3,029,800

空 家 数（戸） 294,700 321,900 355,900 367,200 382,500

空 家 率（％） 12.7％ 12.7％ 13.1％ 12.7％ 12.6％

二次的住宅（戸） 27,800 39,400 29,230 23,400 23,600

賃貸又は売却用

住宅（戸）
194,000 193,400 215,000 209,400 214,500

その他住宅（戸） 72,900 89,100 111,500 134,400 144,400

その他空家率（％） 3.1％ 3.5％ 4.1％ 4.6％ 4.8％

（戸）
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（３） 勝浦市の状況

本市の空家の状況は、平成３０年の住宅・土地統計調査によると、住宅総数 14,430

戸に対し、空家数 6,800 戸、空家率 47.1％、二次的住宅等を除いたその他の空家率

12.5％でした。空家率が、住宅全体の半分近くを占めており、全国や千葉県の状況と比

べ３倍以上となっています。二次的住宅等を除いたその他の空家率も２倍以上であり、

全国及び千葉県と比較して、建物に対する空家が目立つ状況にあります。

また、前回、平成２５年の調査より空家数が 1,750 戸、空家率が 10.3％、二次的住

宅等を除いたその他の空家率が 3.5％も急増しており、人口や世帯数の減少と連動す

るような形となっています。

表ー４ 【勝浦市の空家数の推移】

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

住宅・土地統計調査（平成１0年～３０年）

2,810
2,390

3,080

1,420
1,430

1,930

3,890 3,760

930
1,230

1,800

30.2% 30.0%

35.9%

36.8%

47.1%
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2,000
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4,000

5,000

6,000
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15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

勝浦市の空家数の推移

二次的住宅 賃貸又は売却用住宅 その他の住宅 空家率

Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２５ Ｈ３０

住宅総数（戸） 12,900 12,540 14,370 13,730 14,430

空 家 数（戸） 3,890 3,760 5,160 5,050 6,800

空 家 率（％） 30.2％ 30.0％ 35.9％ 36.8％ 47.1％

二次的住宅（戸） ー ー 2,810 2,390 3,080

賃貸又は売却用

住宅（戸）
ー ー 1,420 1,430 1,930

その他住宅（戸） ー ー 930 1,230 1,800

その他空家率（％） ー ー 6.5％ 9.0％ 12.5％

（戸）
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３． 空家等の苦情・相談

市では、特措法や空家条例が施行される以前から、空家等の苦情・相談について環境

づくり条例に基づき、所有者等に対し適正管理の助言や指導をしてまいりました。

しかし、加速度的に人口が減少し空家等が増加していく中で、件数は年々増加し、内

容も複雑化してきております。劣化した建物の飛散や損壊、倒壊といったトラブルのほ

か、空家等を放置し続けたことによる複雑な相続問題、相続した土地に建つ経緯不明な

建物などといった、なかなか解決に至らないケースが多数寄せられています。

表ー５ 【空家等の苦情件数】
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【苦情・相談の主な事例】

周辺住民の

苦情・相談

・ 何年も放置されており、屋根や外壁、トタン等の建築部材が飛散する恐

れがある。または飛散している。

・ 雨どいが落ちてきた。

・ 飛散した建築部材によって、家屋や自動車等が破損した。

・ 建物自体が傾いており、倒壊する恐れがある。

・ 自分の土地（相続した土地など）に、所有者不明の空家が建っているの

で、取り壊してもらいたい。

・ 樹木が繁茂して敷地内が見えず、不審者の侵入、不法投棄、火災や害虫

の発生などの不安がある。

・ 樹木等が敷地をはみ出して隣家を圧迫している。または道路に出てお

り、通行の邪魔になっている。

・ 動物（ハクビシンやキョンなど）が住みついて困る。

・ 動物の死骸が放置されている。

・ スズメバチの巣ができており、ハチに刺される危険がある。

・・・・・など。

所有者等の

相 談

・ 市外に住んでいるので関係ない。

・ そこはもう使わないので、市に寄付するから好きにしてほしい。

・ お金がないので解体できない。助成制度はあるか？

・ 進入路が狭い（または接道してない）ため重機が入らない。見積金額が

高すぎてできない。

・ 相続人の一人と言われたが、被相続人と関係が遠いため、その場所も

被相続人も全く知らない。自分には関係ない。

・ 兄弟にすべて委任してある。自分は相続放棄したから関係ない。

・ 相続人の一人が行方不明で解体も売却もできない。

・ 相続人が多すぎて自分ではどうすることもできない。

・ 近所の人から嫌がらせをされており（ご近所トラブル）、そこに行けなく

なった。関わりたくない。

・・・・・など。
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４． これまでの取組み

平成１５年４月１日に施行した環境づくり条例により、空地及び空家を雑草地や廃屋に

しないよう「管理者の責務」を定め、また不適正な管理状態で市民生活に重大な障害が

生ずるおそれがあるときには管理者に「適正管理の指導」を行ってきました。

その後、平成２７年５月２６日に特措法、それを受けて平成２９年４月１日に空家条例が

施行され、空家等の所有者等の責務として、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう

適切な管理に努めることや、市は「所有者等による空家等の適切な管理の促進」のため

に情報提供や助言などを行うよう努め、また「特定空家等の認定」や「特定空家等に対す

る措置」などについて定められました。

空家条例と環境づくり条例の一部が重複するため、平成２９年４月１日に環境づくり条

例を改正し、空家条例により特定空家等と認定された空家には適用しないこととし、そ

れ以外の空家については、従来どおり環境づくり条例で対応していくこととしました。

これにより、特措法や空家条例が施行される以前から対応していた空家等について、

連続した対応をとることができています。

図ー３ 【空家条例と環境づくり条例】
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５． 空家等に関する課題

これまで市に寄せられた空家等に関する苦情や相談は多岐に渡っており、案件が解決

する前に次々と持ち込まれるため、解決していない案件が年々増えております。

これは所有者等の無関心さや当事者意識の欠如が管理不全状態の空家等を増加させ

ていることが要因であると思われます。特に長期間放置された結果、相続人と被相続人

との関係性が希薄となり、複雑な相続問題を発生させ、解決を難しくさせています。

多種多様な課題を整理し、解決に向けた対応策を検討する必要があります。

【空家等に関する課題】

所有者等の

課 題

・ 所有者等が高齢または遠方に住んでいるため、適切な維持管理が難し

い。

・ 所有者等の高齢化や経済的な事情などにより、今後どうしてよいかわ

からない。

・ 重機が入らないなどの理由で解体費用が高額すぎて現実的ではない。

・ 相続登記がされておらず、相続対象者が誰なのか、何人いるのか不

明。あるいは相続人が存在しない。

・ 相続人が複数いるため権利関係が複雑で、相続人がまったく知らない

者同士の場合もあり、今後についての意思統一や調整が困難である。

・ 解体して更地にしてしまうと、固定資産税等の住宅用地特例の適用を

受けられなくなる。

・ ご近所トラブルなど、感情的にこじれてしまっている。

土地・建物の

課 題

・ 解体して更地にしても、購入希望者が想定されないような場所である

ため、解体するメリットがない。

・ 建物の老朽化が進み、空家バンク等に登録できない。

・ 借地上の建物のため、解体しても土地の利活用ができない。

地域・社会の

課 題

・ 管理不全状態の空家等の増加により、建築部材の落下や飛散な

ど、周辺へ危険を及ぼすおそれがある。

・ 防犯上、衛生上の問題が発生する。また火災の危険が高まる。

・ 放置された空家等が増えることで、地域の活力が低下する。

・ 人口の激減や急激な高齢化、単身高齢者世帯の増加などによ

り、今後も空家等は増加傾向が進んでいくものと思われる。
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第 ３ 章 空家等対策

１． 相談窓口と実施体制

特措法及び空家条例でいう「空家等」とは個人の私有財産であり、第一義的には所有

者等が自己の責任において自主的に適切に維持管理することが原則であり、「空家等の

所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管

理に努めるものとする。」と規定されています。

しかしながら、市民にもっとも近い行政主体であり、個別の空家等の状況を把握する

ことが可能な立場にある市が、それぞれの実状に応じた対策を講じることも必要であり

ます。

今後、人口の減少や少子高齢化のなかで、空家等の数が一層増加し、苦情や相談など

の件数も増えることが予想されます。これらの苦情や相談に対し、迅速に対応できるよ

う、また内容が空家等に関することだけでなく、各専門分野、多岐に渡ることから、各関

係機関や庁内関係各課とも連携しながら総合的な対策に取り組んでまいります。

図ー４ 【空家等対策の実施体制】
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２． 空家等の調査

空家等の対策において、空家の現状の把握や住民からの情報提供などが重要である

ことから、次の調査を実施します。

（１） 空家等の所有者等を特定するための調査

各官公署などに対し、公文書による照会を行い空家等の所有者等の特定作業を進め

ます。また、近隣住民等への聞き取り調査も行います。

ア 現地の空家等を確認し、住宅地図や公図などにより所在地を特定

イ 登記簿調査により所有者確認

ウ 住民基本台帳・戸籍謄本等により所有者（相続人等）確認

エ 固定資産税課税台帳により管理者確認

オ 水道・ガス・電気事業者への契約者照会により管理者確認

（２） 調査体制

苦情や相談を受けてから、できるだけ速やかに現地調査を行い、場合によっては苦情・

相談者本人との現地確認及び聞き取り調査を実施します。

また内容によっては、他法令での対応も視野に入れ、関係各課と連携しながら空家等

の状況把握に努めます。

ア 迅速な現地（聞き取り）調査の実施

イ 関係各課と連携

（３） 老朽化等の判定調査

平成２７年５月２６日に国土交通省が定めた「「特定空家等に対する措置」に関する適

切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」（令和３年６月３０日改正） 及び千葉

県すまいづくり協議会空家等対策検討部会で平成２９年３月に作成された「千葉県特定

空家等判断のための手引き」を参考に、空家等の物的状態を判定し、効果的な指導や対

策に活用します。

ア 専門家等による外観調査等

イ 勝浦市空家等対策協議会の意見

ウ 空家等の保安上の危険性の判定
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（４） 空家等の調査

空家等の調査については、平成22年２月に市内の空家状況を把握するため、各行政

区長に依頼し、区内の空家状況を調査してもらい、その調査資料に日々寄せられる空家

に関する苦情・相談を追加し、空家情報をまとめていました。

その後、特措法及び空家条例が施行され、より詳細な空家情報を整備するため、平成

２９年度から平成３０年度にかけて、職員による現地踏査を実施し、空家台帳等を作成し

ました。

現在は、その空家台帳等に新たな情報を追加しています。今後の調査につきましては、

千葉県すまいづくり協議会空家等対策検討部会で平成２8年３月に作成された「空家等

対策のための実態把握調査マニュアル」を参考に、空家等の動向や推移を踏まえながら

検討します。

ア 平成２２年２月調査（各行政区長へ依頼）

調査期間：平成２２年２月

空 家 数： 358件（平成２２年３月２６日現在）

イ 平成２９年度から平成３０年度調査（職員による踏査）

調査期間：平成２９年度～平成３０年度

調査対象： 472件 うち 空家物件： 278件

調査非対象物件： 210件

対象不明物件： ４件

３． 空家等のデータベースの整備

特措法第１１条及び空家条例第１０条の規定に基づき、平成２９年度から平成３０年度

に現地踏査して作成した空家台帳等に新規情報等を追加・更新し、最新の空家等データ

ベースとして整備します。

また住民等から情報提供（苦情・相談）があった場合、順次現地調査を実施し、空家等

であると確認でき次第、空家台帳等データベースへの追加を行います。
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４． 空家等の適正管理の促進

空家等の適切な維持管理が行われるよう、所有者等に対し、広報や助言、適正管理を

促す文書の通知などにより、特定空家等の状態にならないよう意識啓発をするため、次

のような施策を実施します。

（１） 空家等の適切な維持管理の啓発

空家等の所有者等が適切な維持管理を自主的に行うことを促すため、空家等がもた

らす周囲への悪影響などの諸問題を周知し、将来における管理不全状態に陥る空家等

の発生を予防します。ホームページやパンフレット、チラシ等で情報提供するとともに、

税務課と連携して、固定資産税納税通知書を送付する際に、空家等の適正管理や空き家

バンクに関するチラシを同封し郵送します。

（２） 空家等の有効活用

建物の継続的な維持管理や利用を促すため、企画課と連携しながら、既存の助成制度

の活用や空き家バンク等について、普及啓発を図ります。

ア 空き家バンク

市内の空家等を有効活用し、移住・定住促進による地域の活性化を図ることを目的

としています。空き家バンクに登録された情報は、ウェブサイトや相談窓口等を通じて

移住希望者に紹介します。市は空家等の所有者と移住希望者との調整役として橋渡し

をします。

イ 空き家活用奨励金交付制度

空き家バンク活用の促進と、移住・定住人口の増加による地域の活性化を図るため、

空き家バンクに登録した空き家で、利用希望者と賃貸借契約が成立した空き家所有者

に対し、１件につき１０万円（空き家に対し１回限り）の奨励金を交付します。

ウ 若者等定住促進奨励金交付制度

若者等が安心して生活できる住環境の確保を支援することで、市内への定住を促進

し、活力ある地域づくりの促進を図るため、一定の条件を満たした対象者に奨励金を

交付します。ただし対象の住宅が空き家バンク登録物件だった場合、条件の一つであ

る年齢要件（夫婦いずれかが４０歳以下）は適用しません。

・ 若者等住宅取得奨励金

・ 若者等賃貸住宅入居奨励金



- 17 -

（３） 空家等の適正管理を促す文書

空家等の適正管理は所有者等に第一義的な責任があります。

所有者等が特定できた空家等に対し適正管理促す文書を送付します。その際、外観写

真等を送り、空家等の現況を認識してもらい、老朽化や破損状況が悪化する前に、適正

管理の必要性を周知し、管理不全状態に陥ることを防ぎます。

適切な管理を促しても改善がなされなかった場合、図ー５【空家等対策の適正管理の

フロー図】に沿って対策を進めていきます。

（４） 管理不全な空家等に対する緊急安全措置

市内には周辺環境に悪影響を及ぼしている管理不全な状態の空家等がみられ、問題と

なっています。人命等に危害が及ぶ恐れがある場合など緊急時については、危険を回避

するため、市が必要最低限の措置を講ずる体制を整備します。

５． 空家等除却後の跡地の利活用

空家等対策の推進にあたっては、空家等除却後の跡地を地域資源として利活用する取

組みも重要となります。公共用地としての活用については、公益性や将来の財政負担等

を考慮のうえ、「勝浦市公共施設等総合管理計画」や防災上の観点などを踏まえながら、

地域の実情に応じた対応策を検討してまいります。また、国の社会資本整備総合交付金

事業の空き家対策総合支援事業等についても検討します。

（参考） 令和４年度 固定資産税納税通知書に同封チラシの一部
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図ー５ 【空家等対策の適正管理のフロー図】
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第 ４ 章 特定空家等対策

１． 特定空家等の対策

管理不全な状態にある空家等は、長年適切な管理が行われず放置された結果、屋根

や外壁などの建築部材の飛散、樹木の繁茂等により、地域住民の生活環境に深刻な影

響を及ぼしています。このような管理不全な状態にある空家等について、特定空家等の

状態であるか否かを勝浦市空家等対策協議会で審議し、市長が認定します。特定空家等

に認定後、特措法及び空家条例に基づく助言又は指導、勧告、命令等の措置を講じてい

くことになります。

２． 特定空家等の認定

（１） 特定空家等とは

特措法第２条第２項及び空家条例第２条第１項第２号において、次のいずれかの状態

にあると認められる空家等と定義されています。

《特定空家等の定義》

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

（２） 特定空家等候補の考え方

管理不全な状態にある空家等について、まずは「特定空家等の候補」に該当するかを

考える必要があります。

特定空家等候補については、国土交通省の「「特定空家等に関する措置」に関する適切

な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」及び千葉県すまいづくり協議会空家等

対策検討部会の「千葉県特定空家等判断のための手引き」の内容を参考に図ー６【特定

空家等候補判定チェックシート】により判定します。

また、周辺に建築物や居住者、通行人等が存在し、すでに悪影響が及んでいる、又は

及ぼす可能性が高い空家等の優先度を高くし、逆に周辺に悪影響を及ぼす可能性が低

い空家等は優先度が下がるなど、地域の実情に応じて判定するものとします。
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図ー６ 【特定空家等候補判定チェックシート】

（Ｃ） （Ｅ）

大 中 小 大 中 小 項目別点数

基礎に不同沈下 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
柱が傾斜 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
基礎が破損又は変形 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
土台が腐朽又は破損 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
基礎と土台のずれ 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
柱、はり、筋かいが腐朽、破損又は変形 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
柱とはりのずれ 100 50 25 2.0 1.0 0.5 
屋根が変形 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
屋根ふき材の剥落 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
軒の裏板、たる木等の腐朽 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
軒のたれ下がり 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
雨どいのたれ下がり 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
壁体を貫通する穴 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
外壁仕上げ材料の剥落、腐朽又は破損に
よる下地材の露出

50 25 15 2.0 1.0 0.5 

外壁のモルタルやタイル等の外装材の浮
き

50 25 15 2.0 1.0 0.5 

看板仕上げ材料の剥落 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
看板、給湯設備、屋上水槽等の転倒 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
看板、給湯設備、屋上水槽等の破損又は
脱落

50 25 15 2.0 1.0 0.5 

看板、給湯設備、屋上水槽等の支持部分
の腐食

50 25 15 2.0 1.0 0.5 

屋外階段、バルコニーの腐食、破損又は
脱落

50 25 15 2.0 1.0 0.5 

屋外階段、バルコニーの傾斜 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
門、塀のひび割れ、破損 50 25 15 2.0 1.0 0.5 
門、塀の傾斜 50 25 15 2.0 1.0 0.5 

(ｺ) 擁壁のひび割れ等 100 50 25 2.0 1.0 0.5 (ｺ)

大 中 小
吹付け石綿等の飛散

浄化槽等の放置、破損等による汚物の流
出、臭気の発生

排水等の流出、臭気の発生

臭気の発生

多数のねずみ、はえ、蚊等の発生

立木等の倒壊、枝等の散乱

立木等の越境による通行等の妨げ

動物の泣き声、ふん尿その他の汚物の放
置、臭気の発生

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等の発生

住みついた動物の周辺土地、家屋への侵
入

シロアリの大量発生

門扉などの未施錠、窓ガラスの割れ等、
不特定の者が容易に侵入できる状態での
放置

土砂等の大量流出

屋根、外壁等が外見上大きく傷んだり汚
れたりしたまま放置

多数の窓ガラスが割れたまま放置

看板が原形を留めず、破損、汚損したま
ま放置

立木等が建築物の全面を覆うほど繁茂

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放
置

特定空家等候補に

【判定表①】「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそのある状態」

（Ａ）現状における損傷等の程度 （Ｂ）悪影響範囲係数 （Ｄ）

最高得点

グループ項目

擁壁が老朽化し危険とな
るおそれ

【判定表②】「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそのある状態」
      「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」
      「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」

悪影響の範囲
悪影響の範囲基準

【総合判定】

総合判定 該  当     ・     非 該 当

判定理由

【判定表①】
該
当
な
し

総
得
点

変形等が著
しく倒壊等
の危険があ
るもの

数ヶ所該当
する場合や
傾斜が著し
いなど大規
模な修理を
要するもの

一部に傾斜
や損傷等が
あり、簡易
な修理、養
生を要する
もの

今後敷地外
に悪影響が
及ぶ可能性
が高い又は
既に及ぼし
ている

敷地外に悪
影響が及ぶ
可能性低い

周辺に住居
等がなく、
敷地外に悪
影響が及ぶ
可能性が極
めて低い

(Ａ)×(Ｂ)
(Ｃ)欄のグ

ループ項目で
最も高い点数

(ｱ) (ｱ)

(ｲ) (ｲ)

(ｳ) (ｳ)

(ｴ) (ｴ)

(ｵ) (ｵ)

(ｶ) (ｶ)

(ｷ) (ｷ)

(ｸ) (ｸ)

【判定表②】 な
し

該
当

衛
生
上
有
害

建築物又は設備等の破
損等によるもの

大

空家等の周辺に建築物や道路が隣接しており、
近隣住民の生活や通行に支障がでるなど、すで
に周辺建築物や道路通行人等に悪影響を及ぼし
ている、又はそのまま放置した場合、周辺建築
物や道路通行人等に悪影響を及ぼすことが確実
である。

ごみ等の放置、不法投
棄によるもの

立木等によるもの

中

空家等の周辺に建築物や道路が隣接しているの
で、近隣住民の生活や通行に支障が出る可能性
はあるが、すぐに周辺建築物や道路通行人等に
悪影響を及ぼす可能性は比較的低い。

住みついた動物等によ
るもの

建築物の不適切な管理
等によるもの

小

空家等の立地条件などから、近隣住民の生活や
通行に支障が出る可能性はほとんどなく、周辺
建築物や道路通行人等に悪影響を及ぼす可能性
極めて低い。

景
観

周囲の景観と著しく不
調和な状態

建
築
物
が
著
し
く
保
安
上
危
険
と
な
る
お
そ
れ

建物の倒壊等
・著しい傾斜等
・構造耐力上主要
な部分の破損等
①基礎及び土台
②柱、はり、筋か
い、柱とはりの接
合等

屋根、外壁等の脱
落・飛散等
・屋根ふき材、ひ
さし、又は軒
・外壁
・看板、給湯設
備、屋上水槽等
・屋外階段又はバ
ルコニー
・門又は塀

放
置
す
る
こ
と
が
不
適
切
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【判定表①】建物の倒壊等の損傷等の程度などと悪影響が及ぶ範囲に応じて「点数」で評価
【判定表②】衛生害虫等の発生や臭気、立木等の状態などと悪影響が及ぶ範囲に応じて評価

１． 【判定表①】の点数が「１００点以上」のもの
２． 【判定表①】の点数が「８０点以上」で、【判定表②】の悪影響範囲が「中」以上のもの
３． 【判定表②】の悪影響範囲が「大」のもの
４．

＜ 判 定 方 法 ＞

【判定表①】と【判定表②】により評価した結果を組み合わせ、次の１～４のいずれかの状態にある
空家等を「特定空家等候補」と判定する。

判定表の結果によらず、周囲への悪影響等を総合的に判断し、特定空家等候補に該当すると
判断されたもの

衛生上有害・その他放置不適切
【判定表②】

悪影響範囲
大 中 小

敷地外に悪影響がす
でに及んでいる又は
及ぶ可能性が高い

敷地外に悪影響が及
ぶ可能性が低い

立地条件により、敷
地外に悪影響が及ぶ
可能性が極めて低い

「１００点以上」

倒壊・崩落等の危険性高い

「８０点以上」

将来的に倒壊・崩落等の危険
性がある

「８０点未満」

当面は倒壊・崩落等の危険性
は低い

措置等の優先度 高 中 低

区  分

【
判
定
表
①
】

保
安
上
危
険

特定空家等候補

空家等
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（３） 特定空家等の認定

特定空家等の認定については、特措法第１４条及び空家条例第１３条に規定される特

定空家等に対する措置を講ずる必要性も併せて検討する必要があります。

特定空家等候補判定チェックシートにより特定空家等候補と判定後、専門家からなる

勝浦市空家等対策協議会に意見を求め、総合的に判断し認定します。

３． 特定空家等の認定後の措置

特定空家等と認定した空家等の所有者等に対し、地域住民の安全を確保し、生活環境

の保全を図るため、特措法第１４条及び空家条例第１３条に定める「特定空家等に対する

措置」について、千葉県すまいづくり協議会空家等対策検討部会の「特定空家等に対す

る措置マニュアル」を参考に以下のように実施します。

（１） 助言又は指導 （特措法第１４条第１項、空家条例第１３条第１項）

特定空家等の所有者等に対して、特定空家等の現状や周辺の生活環境への悪影響等

について、内容及びその事由などを明確に示し、助言又は指導を行います。

また、建物所有者と土地所有者が異なる場合には、その双方について確知できた者す

べてに対し助言又は指導を行います。その際、特に土地所有者については、①法律上、

所有者等に土地所有者も含まれること、②助言又は指導に従わず、「勧告」された場合、

固定資産税の住宅用地特例の対象から除外されること、③「命令」の段階で土地所有者

に措置を行う権限がなく、正当な理由があると認められる場合には、命令の対象者から

外れることなど、併せて説明します。

（２） 立入調査 （特措法第９条、空家条例第８条）

特定空家等に対する措置を行う上で、外観目視調査では不十分だと判断される場合

など、必要な限度において立入調査を実施することができます。立入調査は敷地内に入

って建築物等の詳細を調査します。

立入調査を実施する場合、その5日前までに所有者等にその旨を通知します。立入調

査をする職員は身分証明証を携帯し、関係者から請求があった時はこれを提示します。

（３） 勧告 （特措法第１４条第２項、空家条例第１３条第２項）

助言又は指導をして、なお特定空家等の状態が改善されないと認められるときは、所

有者等に対し、相当の猶予期間を設けて、必要な措置を行うよう書面（勧告書）により勧
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告します。

勧告を実施した場合、その特定空家等の敷地は固定資産税の住宅用地特例対象から

除外されることになります。所有者等に通知するとともに、税務課へ情報提供します。

【固定資産税の住宅用地特例（専用住宅）】

（４） 命令 （特措法第１４条第３項、空家条例第１３条第３項）

勧告を受けた者が正当な理由なく、その勧告に係る措置をとらなかった場合、特に必

要があると認めるときは、相当の猶予期間を設けて、その勧告に係る措置を命ずること

ができます。なお、命令に従わなかった場合は行政代執行を検討します。

命令を実施するにあたっては、以下の手順で行います。

ア 所有者等への事前の通知 （特措法第１４条第４項、空家条例第１３条第４項）

措置を命じようとする者に対し、意見書と自己に有利な証拠等の提出の機会を与え

るため、次の内容を記載した事前通知書を交付します。

・ 命じようとする措置の内容

・ 措置を命ずるに至った事由

・ 意見書の提出先及び提出期限

イ 意見書の提出

意見書の提出があった場合は、内容を勘案し、措置を命ずることが不当であるか否

かを検討します。

ウ 公開による意見の聴取 （特措法第１４条第５項～第８項、空家条例第１３条第５項～第８項）

命令に係る事前通知書の交付を受けた者から、その交付を受けた日から５日以内に、

市長に対し、意見書の提出に代えて意見聴取の請求があった場合、措置を命じようと

する者又は代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行うものとし、期日の３

日前までに、命じようとする措置、意見聴取の期日及び場所を通知するとともに公告

します。

エ 命令の実施 （特措法第１４条第３項、空家条例第１３条第３項）

ア～ウの弁明の機会を付与したうえで、次のいずれかの場合に命令を実施します。

住宅用地の区分 住宅用地の範囲 課税標準額

小規模住宅用地
面積が200㎡以下の住宅用地（200㎡を超える

場合は１戸当たり200㎡までの部分）
価格×１／６

一般住宅用地 小規模住宅用地以外の住宅用地 価格×１／３
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命令は書面（命令書）をもって行います。

・ 意見書の提出がなかった場合

・ 意見聴取の請求がなかった場合

・ 意見聴取の場に出頭しなかった場合

・ 意見書の提出又は意見聴取を経ても、当該命令措置が不当でないと認められた

場合

オ 標識の設置・公示

（特措法第１４条第１１項、第１２項、空家条例第１３条第１１項、第１２項）

命令をした場合、第三者に不測の損害を与えることを未然に防止する観点から、必

ず標識を設置するとともに、市の広報への掲載やインターネットの利用等により公示

します。

（６） 行政代執行 （特措法第１４条第９項、空家条例第１３条第９項、行政代執行法第２条）

命令後、期限までにその措置が履行されない、履行しても十分ではない、履行しても

期限までに完了の見込みがないときは、行政代執行を行います。

代執行を実施する場合は、以下の手順で行います。

ア 文書による戒告 （行政代執行法第３条第１項）

代執行を行う場合、相当の履行期限を定め、その期限までに履行されないときは、

代執行をなすべき旨をあらかじめ文書で戒告します。

イ 実施に向けての準備

文書による戒告と併せて、代執行の実施に向け、次のような準備作業を行います。

・ 庁内の関連部局との連携

・ 実施要領等の作成

・ 消防、警察、保健所等、関係機関への通知及び協力要請

・ その他関係者や周辺住民への説明

・ 解体設計の委託

・ 工事業者の選定と契約

・ 所有者等に対し、建物内部の動産の引取り要請

・ 残置動産の処分と保管方法

ウ 代執行令書の交付 （行政代執行法第３条第２項）

義務者が戒告を受けて、指定の期限までにその義務を履行しないときは、代執行令

書をもって次の内容を義務者に通知します。

・ 代執行をなすべき時期
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・ 代執行のために派遣する執行責任者の名前

・ 代執行に要する費用の概算による見積額

エ 代執行の実施 （特措法第１４条第９項、空家条例第１３条第９項、行政代執行法第２条）

代執行を実施するにあたり、現地では次のことを行います。

＜代執行実施前に行うこと＞

・ 近隣住民に工事実施の案内配布等を行う。

・ 安全上の配慮及び市の占有下にあることを明示するため、仮囲い等により第三

者が容易に立ち入れないようにする。

・ マスコミや県、他市町村等の対応について準備する。

＜開始宣言について＞

・ 代執行責任者が宣言し、代執行を開始する。

・ 代執行実施期間中は宣言文を現地に掲示する。

・ 建物内部の残置動産について、保管すべきものがある場合は目録を作成し、保管

場所へ移動する。

＜終了宣言について＞

・ 工事完了後、現地で終了宣言を行う。

オ 動産の取扱い

代執行時に保管した動産がある場合、所有者等に保管物件の目録、引渡期日、引渡

場所等を通知する。

カ 費用の徴収 （行政代執行法第５条、第６条）

代執行に要した費用は義務者から徴収する。徴収の方法は行政代執行法の納付命令

により、代執行費用納付命令書と納付書を義務者に送付します。期限までに納付され

なかった場合は、法令に基づき督促等を行い債権管理します。

（７） 略式代執行・公告 （特措法第１４条第１０項、空家条例第１３条第１０項）

特措法及び空家条例に基づき、必要な措置を命じようとする場合に、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者を確知できないとき、また同様の理由で指導助言及び勧告

ができずに命令できないときは、略式代執行を実施します。

ア 略式代執行が可能な場合

・ 所有者等が不明

・ 所有者等の氏名は判明しているが、その所在及び連絡先が不明

・ 相続人が全員相続放棄をしている

・ 土地所有者は確知しているが、建物所有者が上記のいずれかに該当
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イ 事前の公告

略式代執行を行う場合、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限

までにその措置を行わないときは、略式代執行を行う旨をあらかじめ公告します。

公告は市の掲示板への掲示及び官報への掲載とします。

ウ 民法による財産管理人制度等の活用 （民法第２５条、第９５２条）

空家等の所有者等を調査した結果、所有者等の生死が不明又は所在が不明であった

り、相続人がいない若しくは相続人全員の相続放棄が確認された場合などについて

は、民法に基づき、財産管理人の選任を家庭裁判所へ申立て、裁判所から選任された

財産管理人に対し、空家等の適正管理のための措置を求めます。

（８） 緊急措置 （空家条例第１４条）

空家等の所有者等に対して、指導等を行う時間的余裕がなく、住民の生命、身体又は

財産に被害を及ぼすことがあきらかであり、緊急措置の実施がやむを得ないと判断した

場合は、空家条例に基づき、必要な措置を講じます。このときの措置については、除却

を前提とせず、「必要最小限の範囲」に抑えるものとします。

また、所有者等を確知できない場合を除き、所有者等に措置の内容を通知するととも

に、措置に要した費用を請求します。

表ー６ 【特定空家等の状況】 （令和４年１１月３０日現在）

年度 認定

自主的 緊急措置 代執行
認定

解除
修繕

解体

撤去
修繕 解体 修繕 解体

Ｈ29 ５ 1

Ｈ30 １ １

Ｒ2 １ １ 1

Ｒ3 ２ 1
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図ー７ 【特定空家等に対する措置のフロー図】
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空家等対策の推進に関する特別措置法

平成２６年１１月２７日 法律第１２７号

（目的）

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は

財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進

するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含

む。第１０条第２項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等

に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与するこ

とを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管

理するものを除く。

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境

の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等を

いう。

（空家等の所有者等の責務）

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

（市町村の責務）

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努

めるものとする。

（基本指針）

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項

(2) 次条第１項に規定する空家等対策計画に関する事項

(3) その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な 事項

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。

資料 １
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４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。

（空家等対策計画）

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空

家等に関する対策に関する基本的な方針

(2) 計画期間

(3) 空家等の調査に関する事項

(4) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

(5) 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項

(6) 特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同条第

２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１０

項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する

事項

(7) 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

(8) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

(9) その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。

（協議会）

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村

長が必要と認める者をもって構成する。

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（都道府県による援助）

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に

関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提

供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めな

ければならない。

（立入調査等）
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第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有

者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査

を行うことができる。

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当

該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせるこ

とができる。

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等にそ

の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難で

あるときは、この限りでない。

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有す

る情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律

の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以

外の目的のために内部で利用することができる。

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののため

に利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有

者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法

律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必

要な情報の提供を求めることができる。

（空家等に関するデータベースの整備等）

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第１３条までにおいて同じ。）に関

するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に

対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

（空家等及び空家等の跡地の活用等）

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う
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者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の

提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。

（特定空家等に対する措置）

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項にお

いて同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空

家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相

当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図

るために必要な措置をとることを勧告することができる。

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を

命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出

先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその

代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市町村長

に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することがで

きる。

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項

の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取

を行わなければならない。

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定に

よって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の３日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な

証拠を提出することができる。

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても

同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４

３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれ

をさせることができる。

10 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の助言

若しくは指導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第３
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項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その

者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行

わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべ

き旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若

しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

11 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

12 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又

は妨げてはならない。

13 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第８８号）第３章（第

１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施

を図るために必要な指針を定めることができる。

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交

通省令・総務省令で定める。

（財政上の措置及び税制上の措置等）

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に

対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとす

る。

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に

基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措

置その他の措置を講ずるものとする。

（過料）

第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、５０万円以下の

過料に処する。

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２０万円以下

の過料に処する。

附 則

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及び第１６条の規定は、

公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（検討）

２ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針

【基本指針概要】

出典：国土交通省「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な

指針【基本指針概要】（令和３年６月３０日改正）」

資料 ２
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「特定空家等に関する措置」に関する適切な実施を図るために必

要な指針（ガイドライン）【ガイドライン概要】

資料 ３
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出典：国土交通省「「特定空家等に関する措置」に関する適切な実施を図るために必要な

指針（ガイドライン）【ガイドライン概要】（令和３年６月３０日改正）」
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勝浦市空家等対策の促進に関する条例

平成２９年３月１６日 条例第２号

（目的）

第１条 この条例は、空家等の適切な管理及び活用促進を図るため、市及び所有者等の

責務を明らかにするとともに、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法

律第１２７号。以下「法」という。）第４条の規定に基づく空家等に関する対策の実施そ

の他の空家等に関する措置について、必要な事項を定めることにより、防災、衛生、景

観等の市民の生活環境を保全することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1) 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされ

ていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

(2) 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るた

めに放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。

（空家等の所有者等の責務）

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

（市の責務）

第４条 市長は、法第６条第１項に規定する空家等対策計画（以下「空家等対策計画」とい

う。）の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必

要な措置を適切に講じるよう努めるものとする。

（空家等対策計画）

第５条 市長は、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家等対策

計画を定めるものとする。

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の

空家等に関する対策に関する基本的な方針

(2) 計画期間

(3) 空家等の調査に関する事項

(4) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

(5) 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）

の活用の促進に関する事項

(6) 特定空家等に対する措置（法第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、

資料 ４
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同条第２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若し

くは第１０項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対

処に関する事項

(7) 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

(8) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

(9) その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３ 市長は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

するものとする。

（協議会）

第６条 市長は、法第７条第１項の規定により、勝浦市空家等対策協議会（以下「協議会」

という。）を置く。

２ 協議会は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項のほか、特定空

家等に対する措置について協議を行うものとする。

３ 協議会は、市長のほか、法務、不動産、建築等に関する学識経験者その他の市長が必

要と認める者のうちから委員６人以内で組織し、市長が委嘱する。

４ 協議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

５ 前４項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（特定空家等の認定等）

第７条 市長は、空家等に関し、第８条第１項の規定による調査を行い、当該空家等が現

に特定空家等であると認められるときは、特定空家等として認定する。

２ 市長は、前項の規定により認定しようとするときは、あらかじめ協議会の意見を聴く

ことができる。

３ 市長は、第１項の規定により認定された特定空家等について、特定空家等の状態が

改善されたと認める場合は、認定を解除する。

（立入調査等）

第８条 市長は、法第９条第１項の規定により、空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関し必要な調査を行うことができる。

２ 市長は、法第９条第２項の規定により、法第１４条第１項から第３項までの規定の施行

に必要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に

立ち入って調査させることができる。

３ 市長は、法第９条第３項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認め

られる場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者

等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが

困難であるときは、この限りではない。

４ 法第９条第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければな

らない。
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５ 法第９条第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）

第９条 市長は、法第１０条第１項の規定により、固定資産税の課税その他の事務のため

に利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するも

のについては、法の施行のために必要な限度において、その有に当たって特定された

利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。

２ 市長は、法第１０条第３項の規定により、関係する地方公共団体の長その他の者に対

して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。

（空家等に関するデータベースの整備等）

第１０条 市長は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条から第１２条までにおいて

同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するた

めに必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）

第１１条 市長は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

（空家等及び空家等の跡地の活用等）

第１２条 市長は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提

供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。

（特定空家等に対する措置）

第１３条 市長は、法第１４条第１項の規定により、特定空家等の所有者等に対し、当該特

定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築

物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導することができる。

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導した場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、法第１４条第２項の規定により、当該助言又は

指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、法第１４条第３項の

規定により、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとるこ

とを命ずることができる。

４ 市長は、前項の措置を命じようとする場合においては、法第１４条第４項の規定によ

り、あらかじめ、その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びそ
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の事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置

を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会

を与えなければならない。

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、法第１４条第５項の規定により、その交付を受け

た日から５日以内に、市長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行

うことを請求することができる。

６ 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、法第１４条第

６項の規定により、同条第３項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求

めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。

７ 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、法第１４条第７項の規

定により、同条第３項の規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及

び場所を、期日の３日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告し

なければならない。

８ 法第１４条第６項に規定する者は、同条第８項の規定により、意見の聴取に際して、証

人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出することができる。

９ 市長は、法第１４条第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置

を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行し

ても同項の期限までに完了する見込みがないときは、法第１４条第９項の規定により、

行政代執行法(昭和２３年法律第４３号)の定めるところに従い、自ら義務者のなすべ

き行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

10 法第１４条第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失が

なくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて同

条第１項の助言若しくは指導又は同条第２項の勧告が行われるべき者を確知すること

ができないため同条第３項に定める手続により命令を行うことができないときを含

む。）は、市長は、法第１４条第１０項の規定により、その者の負担において、その措置

を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその

措置を行わないときは、市長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行う

べき旨をあらかじめ公告しなければならない。

11 市長は、法第１４条第３項の規定による命令をした場合においては、同条第１１項の

規定により、標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨

を公示しなければならない。

12 前項の標識は、法第１４条第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置するこ

とができる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を

拒み、又は妨げてはならない。

13 法第１４条第３項の規定による命令については、同条第１３項の規定により、行政手

続法（平成５年法律第８８号）第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しな

い。
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14 市長は、第９項及び第１０項の規定による代執行をしようとするときはあらかじめ

協議会の意見を聴くことができる。

（緊急措置）

第１４条 市長は、特定空家等の状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危害が及ぶ

ことを回避するため緊急の必要があると認めるときは、これを回避するために必要な

最小限度の措置（以下「緊急措置」という。）を講ずることができる。

２ 市長は、前項の措置を講ずるときは、当該特定空家等の所在地及び当該措置の内容

を当該特定空家等の所有者等に通知（所有者等又はその連絡先を確知することがで

きない場合にあっては、公告）をしなければならない。ただし、緊急かつやむを得ない

と認めるときは、この限りではない。

３ 市長は、第１項の規定により緊急措置を講じたときは、それに要した経費を当該特定

空家等の所有者等に請求するものとする。

（税制上の措置等）

第１５条 市長は、空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施

に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。

（協力要請）

第１６条 市長は、特定空家等による危険を回避するために必要があると認めるときは、

市の区域を管轄する警察その他の関係機関に対し、必要な協力を要請することがで

きる。

２ 市長は、前項の規定による協力要請に際し、必要な範囲の情報を関係機関に提供す

ることができる。

（委任）

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

（勝浦市きれいで住みよい環境づくり条例の一部改正）

２ 勝浦市きれいで住みよい環境づくり条例（平成１４年勝浦市条例第２１号）の一部を次

のように改正する。

２ 前項に規定する空家のうち、勝浦市空家等対策の促進に関する条例(平

成２９年勝浦市条例第２号)第７条の規定により、特定空家等に認定された

空家については、本条例の規定は適用しない。
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勝浦市きれいで住みよい環境づくり条例（抜粋）

平成１４年９月２６日 条例第２１号

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、勝浦市の環境を良好に整え住みよいまちをつくるため、環境衛生

の向上及び快適な市民生活に支障となる行為の防止に関し必要な事項を定め、もっ

て生活環境の美化の推進と公衆衛生の向上に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1) 空缶類 飲食物を収納し、又は収納していた缶、びん、ペットボトルその他の容器

をいう。

(2) ごみくず等 たばこ等の吸殻、チューインガムの噛みかす、紙くず、使用済みの包

装紙その他これらに類するごみ等で、投棄されることでごみの散乱の原因となるも

のをいう。

(3) 廃品類 規則で別に定める用品、物品等のうち、有価物であるか否かを問わず、

その使用を廃止し、又は使用を廃止したと推定されるものをいう。

(4) 家庭ごみ等 専ら家庭又は事業所から発生する食物残渣、空缶類、ごみくず等、

粗大ごみその他の一般廃棄物をいう。

(5) 雑草等 雑草、かん木及びこれらに類するもの並びにその枯れたものをいう。

(6) 雑草地 宅地化された土地又は宅地に近接する土地で、現に利用されていない

ことにより雑草等が繁茂しているものをいう。

(7) 廃屋 現に居住その他の利用に供されていない家屋（敷地部分を含む。）で、適正

な維持管理がなされていないものをいう。

(8) 市民等 本市の区域内に居住、通勤、通学する者その他滞在し、又は本市の区域

内を通過するものをいう。

(9) 管理者 所有権、占有権、使用権その他の正当な権原に基づき当該動産又は不

動産に係る管理に関する権限又は責任を有する者をいう。

(10) 自動車等 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定する

自動車及び道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）第１条第２項に

規定する第２種原動機付自転車をいう。

(11) 自動車所有者等 自動車等の所有権、占有権又は使用権を現に有する者又はそ

れらの権利を最後に有した者をいう。

(12) 放置自動車 自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和３７年法律第１４５

号）に基づく当該自動車等の保管場所又は自動車所有者等が継続的に駐車するこ

とができるための正当な権原を有する場所以外の場所に相当の期間にわたり置か

れている自動車等をいう。

資料 ５
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(13) 自動車関連事業者 自動車等の製造、輸入、販売、整備又は解体を業として行

っている者及びそれらの者で構成する団体をいう。

(14) 処分等 廃物を撤去し、及び処分すること並びに処理するために必要な措置を

いう。

２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）の例による。

第５章 空地等の管理

（管理者の責務）

第１７条 空地及び空家の管理者は、当該管理する空地又は空家を次に掲げるところに

より管理し、雑草地又は廃屋とならないよう努めなければならない。

(1) 空地の管理者は、廃棄物等の投棄、病害虫の発生、火災の発生その他不適正な管

理により周囲の土地及び地域社会に生ずる危被害を防止するため必要な範囲にお

いて、定期的に繁茂する雑草等を除去すること。また、当該除去した雑草等につい

ても法に従い適正に処理すること。

(2) 空家の管理者は、廃棄物等の投棄、犯罪の発生、火災の発生その他不適正な管

理により周囲の土地及び地域社会に生ずる危被害を防止するため、不法侵入者の

防止、自然倒壊の予防その他必要な措置を講ずること。

２ 前項に規定する空家のうち、勝浦市空家等対策の促進に関する条例（平成２９年勝浦

市条例第２号）第７条の規定により、特定空家等に認定された空家については、本条

例の規定は適用しない。

（適正管理の指導）

第１８条 市長は、雑草地又は廃屋が著しく不適正な管理状態にあり、かつ、市民生活に

重大な障害が生ずるおそれがあると認めたときは、その管理者に対し、必要な指導を

行うことができる。

２ 市長は、前項に規定する指導を行うに当たり、当該空地等の管理者に対し、管理状況

その他必要な報告を求めることができる。

（適正管理の勧告）

第１９条 市長は、前条第１項の規定による指導にもかかわらず、当該雑草地又は廃屋に

係る適正な管理がなされない場合は、その管理者に対し、期限を定め、とるべき措置

を勧告することができる。

（措置命令）

第２０条 市長は、前条の規定による勧告を履行しない管理者に対し、期限を定め、とる

べき措置を命ずることができる。

（関係機関への通報）

第２１条 市長は、第１９条の規定による勧告又は前条の規定による命令を行うに当たり、

当該雑草地又は廃屋の著しく不適正な管理を原因とする事件、事故等の発生のおそ

れがあると認めるときは、消防署、警察署その他の関係行政機関にその旨を通報しな
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ければならない。

（緊急措置）

第２２条 市長は、第１９条の規定による勧告又は第２０条の規定による命令をした雑草

地又は廃屋が切迫して市民生活に著しく障害を与えるおそれがあると認めたときは、

当該切迫した障害を排除するため必要な限度において、雑草の除去その他の措置を

講ずることができる。

２ 市長は、前項の規定により切迫した障害を排除するため雑草の除去その他の措置を

講じたときは、それに要した経費を、当該雑草地又は廃屋の管理者に請求するものと

する。

第８章 罰則

（罰則）

第５０条 第８条、第１４条、第２０条又は第３５条の規定による命令に違反した者は、５０

万円以下の罰金に処する。

第５１条 第７条第２項、第１３条第２項、第１８条第２項又は第２９条第２項の規定による

報告を怠り、又は虚偽の報告をした者は、５万円以下の過料に処する。

（両罰規定）

第５２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人若しくは人の業務に関し、第５０条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人若しくは人に対しても、同条の罰金刑を科する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。
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